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証拠収集手続の拡充等を中心とした 

民事訴訟法制の見直しのための研究会 

資 料 １２ 

 

争点整理の中盤以降の段階における規律の検討 

（文書提出命令、文書特定手続について） 

 

第１ 文書提出命令について 5 

 １ 「専ら文書の所持者の利用に供するための文書」（法第２２０条第４号ニ）

を文書提出義務の除外事由とする規律を見直す必要性について、どのように考

えるか。 

（注）法第２２０条に定められた他の規律を見直す必要性についても、必要に応じ、併

せて検討するものとする。 10 

（説明） 

１ 第９回会議における議論の概要 

⑴ 第９回会議では、文書提出命令に関しては既に多くの研究がされ、法第２

２０条第４号ニ（自己利用文書）を削除することのほか、同条第１号（引用

文書）や同条第２号（権利文書）を削除することなどの考え方も提案されて15 

おり、そこで示された問題意識も併せて検討することが考えられるとの意見

があった。 

この点については、まずは、現行法の下で、どのような類型の事件におい

てどのような文書が提出されておらず、その原因がどこにあるのかを、具体

例を持ち出しながら議論することが必要ではないかとの意見もあった。 20 

⑵ また、同条第４号ホ（刑事関係文書）を除外文書とする規律につき、判例

上、同条第３号（法律関係文書）に該当する場合の例外が認められているも

のの、既に公訴時効が完成して捜査記録も廃棄されているため捜査や公判へ

の現実的な支障を考慮する必要がなく、被害者の遺族からの申立てであって

関係者のプライバシー等の侵害を懸念する必要もほとんどない場合まで、形25 

式的に同条第４号ホに掲げる文書に該当するという理由だけで文書提出命

令の対象外とされる結果を招きかねないことに鑑みると、今後、同号ニのみ

ならず、同号ホの対象となる文書の範囲を狭める方向で規律を見直すことが

望ましい（最決令和２年３月２４日集民２６３号１３５頁宇賀補足意見参照）

との意見があった。 30 

この点については、証言拒絶権との対比の観点でいえば、同号ニと同号ホ
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がその範囲からはみ出しているとの指摘もあった。 

⑶ このほか、争点整理の早期の段階で文書の開示をめぐる様々なやりとりが

あって、最後に文書提出命令の申立てについての判断がされるのであれば、

事実認定をより適正なものとする観点から、文書提出命令における証拠調べ

の必要性の要件を法律上緩和してもよいのではないかとの意見も出された。 5 

これに対しては、証拠調べの必要性という証拠調べ一般に共通する要件

（法第１８１条第１項）を、文書提出命令についてのみ法律上緩和する根拠

は乏しいのではないかとの指摘があった。 

（参考）日弁連会員一般向けアンケートの結果（参考資料２より） 

１  文書提出命令【８８頁】 

⑴ 「Ｑ３５ 文書提出命令の申立てをしたことがありますか。」との質問に

対し、「申立てをしたことは一度もない」と回答した者が約６５％（７３１名

中４７１名） 

⑵ 「Ｑ３６ 【Ｑ３５で『ａ 申し立てたことがある』と回答した方にお聴き

します】申立ての結果、どのようになったか、以下の選択肢からお選びくだ

さい（複数回答可）。」との質問に対し、 

① 「申立てが却下された」と回答した者が約３０％（２６０名中７２名）

であり、そのうち、「Ｑ３８ 【Ｑ３６ので『ｂ 申立てが却下された』と

回答した方にお聴きします】文書提出命令の申立てが却下されるまでの時

間又は却下の時期及び却下の理由は、おおむねどのようなものでしたか。

該当するものを組み合わせてご回答ください（複数回答可）。」との質問

に対し、「証拠調べの必要性（民訴法１８１条１項）がない」と回答した

者が約７５％（７２名中５５名） 

② 「申立てを取り下げた」と回答した者が約４５％（２６０名中１１５名）

であり、そのうち、「Ｑ３９ 【Ｑ３６で『ｃ 申立てを取り下げた』と回

答した方にお聴きします】文書提出命令の申立てを取り下げるまでの時間、

取下げの理由は、おおむねどのようなものでしたか（複数回答可）。」と

の質問に対し、「裁判所に促されて、相手方が申立てに係る文書を任意提

出した」と回答した者が約７５％（１１５名中８４名）、「相手方は申立

てに係る文書を任意提出しなかったが、裁判所に示唆されて」と回答した

者が約２５％（１１５名中２８名） 

⑶ 「Ｑ４０ 【Ｑ３５で『ａ 申し立てたことがある』と回答した方にお聴き

します】現行法上、この制度について問題であると感じたことがあれば、以 
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２ 若干の検討 

⑴ 制度の趣旨 

ア 文書提出義務の一般義務化 

平成８年改正により、法第２２０条第４号の文書提出義務の規律が追加5 

され、文書提出義務は一般義務化、すなわち、当事者と文書との間の特別

の関係の有無を問わず、同号に規定する除外文書を除き、訴訟に協力する

国民一般の義務として、文書の所持者は提出義務を負うものとされた。 

その趣旨は、①相手方や第三者の手中にある証拠へのアクセスを向上さ

せ、争点についての審理を充実させること、②証拠が一方当事者に偏在し10 

ている事件において、当事者の実質的対等を確保することにある。 

同号による文書提出義務があることについての客観的な証明責任は、文

書提出命令の申立人にあるが、除外文書のいずれかに該当することを基礎

づける事実については、文書の所持者が事実上の立証の負担を負うとされ

ることが多い。 15 

イ 自己利用文書の除外 

平成８年改正では、「専ら文書の所持者の利用に供するための文書」（以

下「自己利用文書」という。）を法第２２０条第４号による提出義務の対

象文書から除外する規律が設けられた。 

その理由は、①およそ外部のものに開示することを予定していない文書20 

について、民事訴訟に対する国民の協力義務として一般的に提出義務を負

うものとすると、個人及び団体は、裁判所から提出を命じられる事態を常

に想定して文書を作成しなければならなくなり、その自由な活動が妨げら

下の選択肢から当てはまるものすべてをお選びください（複数回答可）。」

との質問に対し、 

・ 「証拠調べの必要性の要件が認められにくい」と回答した者が約３５％

（２６０名中９２名） 

・ 「文書提出義務の要件が厳しくて利用しにくい」と回答した者が約２５％

（２６０名中６２名）であり、そのうち、「Ｑ４１ 【Ｑ４０で『ａ 文書

提出義務の要件が厳しくて利用しにくい』と回答した方にお聴きします】

どの要件で問題がありましたか。「問題となった要件」は、以下の選択肢

ａ～ｊからお選びください（複数回答可）。」との質問に対し、「自己利用

文書（４号ニ）」と回答した者が約５５％（６２名中３５名）、「利益文

書」と回答した者が約４５％（６２名中２８名） 
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れるおそれがあると考えられること、②証人として証言する場合には、口

頭で、尋問を受けた事項についてだけ証言をすればよいのに対し、文書そ

のものを提出する場合には、その内容のみならず、記載に用いた筆記具、

用紙、記載の方法、態様等がそのまま訴訟関係人や訴訟記録の閲覧者の知

るところとなり、たとえ証言を拒むことができる事項が記載されている文5 

書ではなくても、文書の所持者は、著しい不利益を受けるおそれがあると

考えられることにあると解説されている。 

そして、この除外文書に該当するかどうかは、文書の記載内容や、それ

が作成され、現在の所持者が所持するに至った経緯・理由等の事情を総合

考慮して、それが専ら内部の者の利用に供する目的で作成され、外部の関10 

係のない者に見せることが予定されていない文書かどうかによって決まる

ことになるといわれる。 

ウ 平成１６年改正における取扱い 

その後の平成１６年改正に結実した法制審議会民事・人事訴訟法部会（及

びその名称変更後の民事訴訟・民事執行法部会）における調査審議では、15 

民事訴訟法の見直しの一環として、自己利用文書の範囲についても検討が

されたが、平成１１年最高裁決定（最決平成１１年１１月１２日民集５３

巻８号１７８７頁）後の具体的な運用状況をなお見守りつつ、必要に応じ

て検討を行うことが相当であると考えられたことから、改正を行わないこ

ととされた。 20 

この調査審議では、①自己利用文書の範囲については、平成８年改正法

の施行直後から、特に金融機関の貸出稟議書に関して意見が分かれている

状況であったが、平成１１年最高裁決定が自己利用文書の意義を明らかに

するとともに、一定の貸出稟議書は、特段の事情がない限り自己利用文書

に当たると判示したことから、今後は、これを前提として、「特段の事情」25 

の有無に関する事例が蓄積されていくものと考えられること、②自己利用

文書の範囲は、個人が作成する文書を含め、広範なものであり、これを改

める場合には、どのような影響が生ずるのかについて慎重に検討する必要

があることが考慮された。 

⑵ 自己利用文書に関する裁判例 30 

ア 自己利用文書の要件の特徴 

法第２２０条第４号は五つの除外事由を規定しているが、そのうち文書

の記載内容ではなく、文書の類型的な性質を主たる要件とするものは、同

号ロ、ニ、ホの三つであり、同号ロ（公務秘密文書）は、「その提出によ
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り公共の利益を害し、又は公務の遂行に著しい支障が生ずるおそれがある」

ことという実質的な要件を付加している。また、同号ホ（刑事関係文書）

については、刑事訴訟法、刑事確定訴訟記録法、刑事手続付随措置法等に

よって、その開示の要件や方法等について別途独自の規律が設けられてお

り、他と同列に扱うことができない。 5 

そうすると、法の文言として、文書の記載内容についての実質的な要件

を設けていないのは、自己利用文書を定めた同号ニだけであるといえる。 

イ 平成１１年最高裁決定 

平成１１年最高裁決定は、自己利用文書の該当要件として、①文書の作

成目的、記載内容、これを現在の所持者が所持するに至るまでの経緯、そ10 

の他の事情から判断して、専ら内部の者の利用に供する目的で作成され、

外部の者に開示することが予定されていないこと（外部非開示性）、②開

示されると個人のプライバシーが侵害されたり、個人ないし団体の自由な

意思形成が阻害されたりするなど、開示によって所持者の側に看過し難い

不利益が生ずるおそれがあること（不利益性）、③自己利用文書の該当性15 

を否定する特段の事情がないこと（特段の事情の不存在）という三つを示

し、これらを全て満たす場合には、自己利用文書に該当するものとして文

書提出義務から除外されるものと判示した。 

ウ その後の三要件の運用 

平成１１年最高裁決定で示された要件のその後の運用の在り方について20 

は、次のような指摘がある。 

まず、②の不利益性の要件については、本来は外部非開示性とは別個の

実質的かつ個別的な要件であるはずなのに、具体的な事案への当てはめの

場面では、それと混同して適用されたり、形式的かつ類型的な運用がされ

たりしており、平成１１年最高裁決定が不利益性の要件を定立した意義が25 

失われるとして、疑問を呈する意見がある（もっとも、こうした運用は、

平成１１年最高裁決定自体が、両要件への該当性の判断を一括して行って

いる点において、既に見られたとも指摘されている。）。 

その後の平成１８年最高裁決定（最決平成１８年２月１７日民集６０巻

２号４９６頁）は、銀行の社内通達文書に関する事案において、不利益性30 

の要件の具体的な内容が、団体内部における自由な意思形成の阻害と個人

のプライバシーの侵害であることを例示した。そして、外部非開示性の要

件を文書の作成目的や外形的な類型から直ちに肯定したのに対し、不利益

性の要件につき、（文書の具体的な内容それ自体をインカメラ手続等で具
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体的に検討しないまでも）当該文書が所持者の意思形成に与える影響や営

業秘密等の記載の有無等にわたって踏み込んで検討し、初めて正面からそ

の存在を否定したものとの指摘がある。 

次に、③の特段の事情の不存在の要件については、これを積極的に認定

して自己利用文書の該当性を否定した判例として、平成１３年最高裁決定5 

（最決平成１３年１２月７日民集５５巻７号１４１１頁をいう。以下第１

において同じ。）がある。もっとも、平成１３年最高裁決定で考慮された

事情は、②の不利益性の要件として処理することができ、あえて「特段の

事情」を持ち出す必要はなかったとの評価もあり得るところであり、その

後の判例の傾向等を合わせ考えると、③の特段の事情の不存在の要件につ10 

いては、独立の要件としての意義は希薄であるとの指摘がある。 

（参考）本文に掲げたもののほか、例えば、次のような裁判例が存在する。 

① 最決平成１７年１１月１０日民集５９巻９号２５０３頁 

市議会会派に政務調査費の返還を求めることを市長に求める住民訴訟におい

て、市議会会派の有する政務調査研究報告書について提出命令が申し立てられた

事案で、「本件要綱の定めによれば、調査研究報告書は、政務調査費によって費用

を支弁して行った調査研究に関して、議員がその所属する会派に対する報告のた

め、調査研究の内容及び経費の内訳を記載して作成し、当該会派に提出するもの

である。そして、本件条例及びその委任を受けた本件要綱の定めは、調査研究報告

書をもって、調査研究を行った議員から所属会派の代表者に提出すべきものとす

るにとどめ、これを議長に提出させたり、市長に送付したりすることは予定して

いない。この趣旨は、議会において独立性を有する団体として自主的に活動すべ

き会派の性質及び役割を前提として、調査研究報告書の各会派内部における活用

と政務調査費の適正な使用についての各会派の自律とを促すとともに、調査研究

報告書には会派及び議員の活動の根幹にかかわる調査研究の内容が記載されるも

のであることに照らし、議員の調査研究に対する執行機関等からの干渉を防止す

るというところにあるものと解される。」などとして外部非開示性を肯定し、さら

に、「調査研究報告書が開示された場合には、所持者である会派及びそれに所属す

る議員の調査研究が執行機関、他の会派等の干渉等によって阻害されるおそれが

あるものというべきである。加えて、調査研究に協力するなどした第三者の氏名、

意見等が調査研究報告書に記載されている場合には、これが開示されると、調査

研究への協力が得られにくくなって以後の調査研究に支障が生ずるばかりか、そ

の第三者のプライバシーが侵害されるなどのおそれもあるものというべきであ 
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る。」として、不利益性も肯定した。 

② 最高裁平成２６年１０月２９日集民２４８号１５頁 

政務調査費の支出に係る１万円以下の支出に係る領収書その他の証拠書類等に

ついて提出命令が申し立てられた事案で、「平成２１年条例改正後の本件条例の

定めは、１万円を超える支出に係る領収書の写し等につき議長への提出を義務付

けており、１万円以下の支出に係る領収書の写し等についてまでこれを義務付け

てはいないが」、「１万円以下の支出に係る領収書その他の証拠書類等につき」

「領収書の写し等の作成や管理等に係る議員や議長等の事務の負担に配慮する趣

旨に出たものと解するのが相当である。また、本件条例の委任を受けた本件規程

においては、政務調査費の支出につき、その金額の多寡にかかわらず、議員に対し

て領収書その他の証拠書類等の整理保管及び保存が義務付けられているところ、

以上のような平成２１年条例改正の趣旨に鑑みると、同改正後の本件条例の下で

は、上記領収書その他の証拠書類等は、議長において本件条例に基づく調査を行

う際に必要に応じて支出の金額の多寡にかかわらず直接確認することが予定され

ているものと解すべきである。」として、外部非開示性を否定した。 

③ 最高裁平成１９年１１月３０日民集６１巻８号３１８６頁 

金融機関が債務者区分を行うために作成する資料について提出命令が申し立て

られた事案で、「相手方は、法令により資産査定が義務付けられているところ、本

件文書は、相手方が、融資先である○○について、前記検査マニュアルに沿って、

同社に対して有する債権の資産査定を行う前提となる債務者区分を行うために作

成し、事後的検証に備える目的もあって保存した資料であり、このことからする

と、本件文書は、前記資産査定のために必要な資料であり、監督官庁による資産査

定に関する前記検査において、資産査定の正確性を裏付ける資料として必要とさ

れているものであるから、相手方自身による利用にとどまらず、相手方以外の者

による利用が予定されているものということができる。」として、外部非開示性を

否定した。 

④ 最決平成２３年１０月１１日集民２３８号３５頁 

日弁連の懲戒処分に関する争いを本案とする訴訟において、弁護士会の綱紀委

員会における議事録及び議案書について提出命令が申し立てられた事案におい

て、「本件議事録のうち審議の内容である「重要な発言の要旨」に当たる部分は、

相手方の綱紀委員会内部における意思形成過程に関する情報が記載されているも

のであり、その記載内容に照らして、これが開示されると、綱紀委員会における自

由な意見の表明に支障を来し、その自由な意思形成が阻害されるおそれがあるこ

とは明らかである。綱紀委員会の審議の内容と密接な関連を有する本件議案書に 
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⑶ 団体内部の意思形成の自由の要保護性 

ア 団体の意思形成の自由を自己利用文書除外の保護法益として認める根

拠としては、憲法第１９条によって保障される内心の自由や、同条及び第

２１条によって保障される沈黙の自由が、自然人のみならず団体にも保障5 

されるべきことが指摘される。 

それによれば、自然人であれ団体であれ、その意思形成過程で作成され

た文書が提出義務の対象とされると、そうした文書の作成・保管について

萎縮効果が生じ、適正な組織の運営を妨げられ、又は、結果的に団体の意

思形成過程の自由が侵害されるという。 10 

イ 他方で、団体内部の自由な意思形成の利益が問題となるのは、背後に営

業秘密が存在する場合がほとんどであって、営業秘密に裏打ちされていな

い場合は、団体内部の自由な意思形成の利益に特別な保護を与える必要は

ないとの考え方もある。 

この考え方は、次のような点を根拠とする。すなわち、①開示されれば15 

企業の正当な業務遂行に支障を来すような情報は、証言義務における証言

拒絶権の対象事項と同様に、法第２２０条第４号ハ（技術・職業秘密文書）

の範囲内で十分保護されること、②平成１７年最高裁決定（最決平成１７

年１０月１４日民集５９巻８号２２６５頁）が、法第２２０条第４号ロ（公

務秘密文書）の要件である「公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれ」に20 

つき、「単に文書の性格から公共の利益を害し、又は公務の遂行に著しい

支障を生ずる抽象的なおそれがあることが認められるだけでは足りず、そ

の文書の記載内容からみてそのおそれの存在することが具体的に認められ

ることが必要である」と判示し、具体的な危険を要するとの準則を定立し

ていることとの対比で、「団体の自由な意思形成」の阻害については抽象25 

的な危険で足りるとすることには疑問があること、③文書提出命令の特則

を定める特許法第１０５条第１項は、文書の所持者が提出義務を免れるた

めには、提出を拒むことについて「正当な理由」があることを立証しなけ

ればならず、団体の自由な意思形成が阻害される抽象的なおそれがあるだ

けでは、この「正当な理由」とはならないと解されること等に照らし、団30 

体の意思形成過程で作成される文書の開示により当該団体の自由な意思形

成が阻害されるとする論理が合理性を有するのか疑問であることを挙げる。 

ウ この考え方に対しては、団体内部の自由な意思形成の過程を記載した文

ついても、これと別異に解すべき理由はない。」として、不利益性を肯定した。 
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書につき、「技術又は職業の秘密」や「公務の遂行に著しい支障を生ずる

おそれ」との要件で適切に対応できるのか、例えば、我が国のように、ボ

トムアップ型の意思形成方法を採っている団体が多い社会では、団体内部

のコミュニケーションコストが耐え難い程度に上がることになるといっ

た指摘や、事故調査に関する第三者委員会の報告書等においては、関係者5 

や第三者の忌憚のない意見や批判が含まれており、これが明らかになって

しまうと自由な意思形成が阻害されるとの指摘がされていることを踏ま

えると、意思形成過程の保護は別個に考えるなど、慎重な検討が必要であ

るとの指摘もある。 

⑷ 文書を証言より広く保護する根拠 10 

ア 自己利用文書の概念は、証言拒絶権に対応する除外事由に加えて、専ら

文書提出義務のみに関わる除外事由として規定されたものである。 

これを合理的に説明するためには、保護法益の問題とは別に、証言の場

合は保護されない事項について、なぜ文書の場合には保護されるのかとい

う点が明らかにされる必要があるとの指摘がある。 15 

イ この点に関しては、自己利用文書の概念の正当化根拠を、情報内容その

ものではなく、文書という情報媒体の特性に求めることとすれば、団体の

意思形成に係る情報を内容とする文書が専ら所持者の利用に供する目的

で作成されたような場合には、保護を与えて差し支えないとする考え方が

ある。 20 

この考え方は、証言は、尋問者の尋問に応じて、認識の内容を個別的に

口頭で表現するのに対し、文書は、認識の内容を既に文字によって纏めた

人の精神活動の記録や組織の運営や維持にとって必要な情報を包括的に提

出するものであるため、提出命令の対象が取り調べる必要がある範囲に限

定されるとしても（法第２２３条第１項後段）、文書の所持者の精神生活25 

や組織運営に対する影響は、証言の場合よりも大きいと考えられることを

根拠とする。 

そして、この考え方によれば、その保護は、真実発見という民事訴訟の

目的を犠牲にしても、なお保護しなければならないとする絶対的なもので

はなく、証拠としての不可欠性や係争利益の性質との利益衡量によって、30 

当該訴訟の適正な解決の要請が文書の所持者の保護の必要性を上回ると判

断されるときには、情報の開示を強制しても差し支えないとされる。 

ウ これに対し、文書の提出の包括性や精神活動の所産としての価値に保護

の根拠を求める見解に疑問を呈しつつ、真実に即した裁判の実現という利
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益を考慮しても、①当該事項について表現形態選択の利益を保護すべきと

考えられる場合か、②文書所持者に文書化の利益の独占を認めるべきであ

る場合には、提出義務の免除が正当化されることになるとの考え方もある。 

この考え方によれば、①たとえ意思形成過程の記録文書であっても、組

織内においては他者への開示が予定されたものであるから、情報内容とは5 

独自の表現形態選択の利益を理由とする提出義務の免除は、原則として認

められないとされ、②文書化の利益の独占という理由によって提出義務の

免除が正当化されるためには、当該文書について提出義務を課した場合に、

文書の作成・保管に対して重大な影響（萎縮効果）を生ずる可能性があり、

かつ、文書化の利益の独占を認め、そうした影響を排除することによって10 

文書の作成・保管を促進することについて、何らかの公益的な価値が認め

られることが必要であるとされる。 

そして、この考え方は、自己利用文書の概念は、その性質上、原則とし

て、当該個別文書の具体的な記載内容よりもむしろ、文書の類型に着目し

た判断がされるべきであり、ただ、当該訴訟の特別な事情に応じて例外的15 

な取扱いを認める余地を留保しておくべきこととなると指摘する。 

エ なお、この点に関連し、自己利用文書の概念を事案との関係で広狭が変

動し得るものと理解するかについては、平成１１年最高裁決定にいう「特

段の事情」は、争点判断のための不可欠性や代替証拠の有無を包含できる

ものでなければならないとする考え方や、証拠としての重要性や代替証拠20 

の有無は、文書提出義務の範囲の問題ではなく、証拠調べの必要性（法第

１８１条第１項）又は文書提出命令の補充性（法第２２１条第２項）にお

いて判断されるべきものであるとの考え方も見られる。 

⑸ 小括 

    以上の議論や指摘等を踏まえると、自己利用文書を文書提出義務の除外事25 

由とする規律を見直す必要性については、平成１１年最高裁決定が示した三

要件の具体的な運用を踏まえつつ、例えば、次のような観点から検討を進め

ることが考えられる。 

＊ 現行法下で自己利用文書に該当すると考えられる文書のうち、新たに文

書提出義務の対象とすべきもの、引き続き文書提出義務の対象とすべきで30 

ないものとして、どのような類型のものがあるか。 

＊ 「技術又は職業の秘密」の保護の範囲等を踏まえ、団体の意思形成過程

で作成された文書の保護の在り方につき、どのように考えるか。 
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 ２ 文書特定手続（法第２２２条）の規律を見直す必要性について、どのように

考えるか。 

（説明） 

１ 第９回会議における議論の概要 

第９回会議においては、文書特定手続の制度の実効性を真に向上させること5 

は難しいところもあるが、現在の条文の文言については、要件・効果ともに様々

な議論を生んでいることから、規律として改善の余地があるのではないかとの

意見があった。 

 

（参考）日弁連会員一般向けアンケートの結果（参考資料２より） 

２ 文書特定手続【９１頁】 

⑴ 「Ｑ４２ 文書特定手続（民訴法２２２条）を利用しようとした、又は利用

したことがありますか。」との質問に対し、「ない」と回答した者が約９９％

（７３１名中７２１名） 

⑵ 「Ｑ４５ 【Ｑ４２で『ｂ ない』と回答した方にお聴きします】その内容

を、以下からお選びください（複数回答可）。」との質問に対し、 

① 「文書の特定が必要となる文書提出命令制度自体をあまり利用しないか

ら」と回答した者が約４０％（７２１名中２８９名） 

② 「文書特定手続の制度を詳しく知らないから」と回答した者が約３０％

（７２１名中２１７名） 

③ 「文書の表示又は文書の趣旨がある程度概括的でも、実務上は文書提出

命令が発令されるから」と回答した者が約７％（７２１名中５１名） 

 10 

２ 若干の検討 

⑴ 文書の特定と文書特定手続 

ア 文書の特定 

法第２２１条第１項は、文書提出命令の申立ては、「文書の表示」（同

項第１号。文書の種別、作成名義者、作成日付、標題等のこと。）及び「文15 

書の趣旨」（同項第２号。文書に記載されている内容の概略又は要点のこ

と。）を明らかにしてしなければならない旨を規定している。 

イ 文書特定手続 

文書提出命令の申立てにおいては、相手方又は第三者の所持する文書の

提出を求めるものであるという性質上、申立人は、特定の要証事実に関す20 

る文書で一定のカテゴリーに属するものが存在し、それを相手方又は第三
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者が所持していることは推測することができるものの、文書の表示や趣旨

を具体的に知ることはできない場合が少なくない。そして、裁判所からの

要請があれば、文書の所持者が文書の特定に協力することを期待すること

ができるような場合にまで、常に文書の所持者を証人として尋問し、文書

を特定した上でなければ文書提出命令の申立てをすることができないとす5 

ることは、訴訟経済に反し、文書の所持者に対しても余計な負担を強いる

こととなる。そこで、証人尋問に代わる簡易な手段として設けられたのが

文書特定手続である。 

文書提出命令の申立人は、文書特定手続を利用する場合には、文書の表

示又は趣旨に代えて、文書の所持者がその申立てに係る文書を「識別する10 

ことができる事項」を明らかにする必要がある（法第２２２条第１項前段）。

「識別することができる事項」とは、文書の所持者において、その事項が

明らかにされていれば、不相当な時間や労力を要しないで、当該申立てに

係る文書又はそれを含む文書グループを他の文書又は他の文書グループか

ら区別することができるような事項を意味する。 15 

そして、他人の所持する文書の特定には、大なり小なり困難を伴うこと

であることを踏まえ、文書提出命令の申立人が自らは立証のための努力を

払わずに文書特定手続を利用することを防ぐため、文書の特定が「著しく

困難であるとき」に限って、文書特定手続を利用することができることと

されている。具体的には、例えば、文書提出命令の申立人が、申立てに係20 

る文書の作成に何ら関与していないなど、作成の経緯を知る機会がないよ

うな場合や、申立てに係る文書の記載内容である事象経過の圏外にあるよ

うな場合をいうと考えられている。 

文書特定手続を利用する場合であっても、文書提出命令を発令する段階

では、文書が特定されていることが必要であり、文書の所持者が裁判所に25 

よる文書特定情報の開示の求めに従わない場合について、特別の制裁は設

けられていない。 

⑵ 文書特定手続における不開示の効果 

ア 裁判所が法第２２２条第２項の規定により文書の所持者に文書特定情

報の開示を求めたにもかかわらず、所持者が合理的な理由なく当該情報の30 

開示を拒否した場合の法的効果については、次の三つの考え方がある。 

① 文書特定手続は本来制裁を予定していない制度であるから、文書の所

持者が情報を開示しなかった場合において、申立人が最終的に文書を特

定することができないのであれば、裁判所は、文書提出命令の申立てを
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却下すべきであるとの考え方 

② 文書の所持者が情報を開示しなかった段階で、裁判所は、もう一度当

該申立て及び当該事案の内容を総合的に検討し、当初の申立てにおいて

既に文書の特定が十分にされていたという再評価を加えることも許され、

したがって文書提出命令を発令することも許されるとの考え方 5 

③ 文書提出命令の申立人が文書特定手続を申し出るための要件として、

所持者がその申立てに係る文書を識別することができる事項を明らかに

することが要求されており、所持者の保護としてはこれで十分であって、

もともと特定要件は満たされているため、裁判所は、所持者が情報の開

示を拒むと拒まざるとを問わず、当然に文書提出命令を発令することが10 

できるとの考え方 

イ ②及び③の考え方によれば、文書の所持者が情報の開示を拒んだような

ときであっても、裁判所は、直ちに文書提出命令を発令する余地があるこ

ととなる。 

もっとも、②の考え方については、文書特定手続の存在意義を積極的に15 

評価するものであるが、そもそも裁判所は文書の特定が不十分であると判

断したからこそ文書特定手続を実施したはずであるため、そこでいう再評

価がフィクションにすぎないことになってしまうとの指摘がある。 

また、③の考え方については、これを理論的に突き詰めると、文書特定

手続の不要論に近いところまでたどり着くこととなり、裁判所が文書の特20 

定について確信を持てず、文書提出命令の発令を留保しつつ文書特定手続

を実施するような場合に限って、文書特定手続の存在意義が認められるに

すぎないとの指摘がある。 

⑶ 文書特定手続の利用が低調である理由 

実務上、文書特定手続が利用されることは極めて少ないが、その理由とし25 

ては、手続の申出の要件が、「識別することができる事項」の明示という高

いものであること、文書の所持者の合理性を欠く非協力に対して何ら制裁を

設けなかったことが指摘されている。 

また、文書特定手続を利用せずとも、文書提出命令の手続の中で、文書が

任意に提出されたり、任意に提出されなくても当事者間のやりとりや裁判所30 

の釈明によって文書の特定が図られたりする場合も多いとみられるとの指

摘もある。 

⑷ 概括的な特定の可否 

ア 文書の特定に関する裁判例とその評価 
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平成１３年最高裁決定（最決平成１３年２月２２日判時１７４２号８９

頁をいう。以下第２において同じ。）は、文書の表示及び趣旨（法第２２

１条第１項第１号及び第２号）として、会計監査及び中間監査に際して作

成した財務諸表の監査証明に関する省令６条に基づく監査調書と記載して

文書提出命令を申し立てるとともに、これが対象文書の特定を欠く場合に5 

備えて、予備的に文書特定手続の申出をした事案において、財務諸表等の

監査証明に関する省令によれば、証券取引法の規定による監査証明を行っ

た公認会計士又は監査法人は、監査又は中間監査（以下「監査等」という。）

の終了後遅滞なく、当該監査等に係る記録又は資料を当該監査等に係る監

査調書として整理し、これをその事務所に備え置くべきものとされている10 

のであるから、特定の会計監査に関する監査調書との記載をもって提出を

求める文書の表示及び趣旨に欠けるところはなく、個々の文書の表示及び

趣旨が明示されていないとしても、文書提出命令の申立ての対象文書の特

定として不足するところはないと解するのが相当である旨判示した。 

この平成１３年最高裁決定については、上記判示を文字どおり受け止め15 

て、所持者において識別が可能な程度の概括的な特定があれば足りるとの

見解を採用したとの評価ができる一方、監査調書を整理して事務所に備え

置く義務があると判示した部分の含意を重視して、監査調書のように法令

上文書の範囲が明確になる場合に限っては例外的に個別の特定がある場合

と同視し得るとの趣旨を述べたものにすぎないとの評価も可能である。 20 

イ 概括的な特定と文書の特定の機能との関係 

 文書の表示及び趣旨の機能としては、①所持者にどの文書の提出が求め

られているのかを認識させること、②「文書の提出義務の原因」（法第２

２１条第１項第５号）と相俟って提出義務の存否の判断を可能ならしめる

こと、③「証明すべき事実」（同項第４号）と相俟って証拠としての必要25 

性の判断を可能ならしめること、④「文書の記載に関する相手方の主張を

真実と認める」（法第２２４条第１項及び第２項）際の資料となることが

挙げられる。 

所持者において識別が可能な程度の概括的な特定があれば、特定性の要

件を充たすという見解を支持する立場からは、上記のうち④の機能との関30 

係が特に問題となると考えられるが、文書の表示及び趣旨の記載は、もと

もと法第２２４条の適用を予定して要求されているわけではなく、当事者

が文書提出命令に従わないときでも、裁判所は文書に関する相手方の主張

を必ず真実と認めなければならないものでもないので、不提出の場合の効
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果は別個に考えれば足り、文書の特定の機能に障害は生じないとの考え方

もある。 

⑸ 小括 

    以上の議論や指摘等を踏まえると、文書特定手続の規律を見直す必要性に

ついては、文書の特定に関する規律の在り方も踏まえつつ、例えば、次のよ5 

うな観点から検討を進めることが考えられる。 

＊ 文書提出命令を申し立てようとする者が、（文書の所持・不所持の立証

ではなく）文書の特定の困難性を理由に、申立てを断念したり、申立てを

しても認められなかったりする文書としては、どのような類型のものがあ

るか。 10 

＊ 文書提出命令の申立人が、文書の所持者において識別が可能な程度の概

括的な特定をすることができるような場合を念頭に、文書の表示及び趣旨

の明示義務の規定（法第２２１条第１項第１号及び第２号）並びに真実擬

制の規定（法第２２４条）を適切に適用することができるようにする観点

から、文書特定手続を見直す必要があるか。 15 

＊ 文書提出命令の申立人が、文書の所持者において識別が可能な程度の概

括的な特定をすることができないような場合を念頭に、文書特定手続の実

効性を向上させる必要があるか。 

 


